
番　号 30

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

今後の組織改編予定 なし

会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査役の選任
及び解任又は監査委員の選任及び解職の決議は、国土交通大臣の認可を
受けなければ、その効力を生じない。
（高速道路株式会社法第９条）

会社は、毎事業年度終了後三月以内に、国土交通省令で定める財務計算
に関する諸表を国土交通大臣に提出しなければならない。
（高速道路株式会社法第１４条第３項）

政府の
関与

なし

なし

国会の
関与

所管府省 国土交通省

資本金

事業目的

高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を効率的に行うこと等によ
り、道路交通の円滑化を図り、もって国民経済の健全な発展と国民生活の向
上に寄与することを目的とする。

525億円 政府出資比率 100.00%

組織形態 特殊会社

根拠法規
高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９号）
日本道路公団等民営化関係法施行法（平成１６年法律第１０２号）

調 査 票

特殊法人名 東日本高速道路株式会社

HPアドレス http://www.e-nexco.co.jp



２ 職員数等

非常勤

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

東日本高速道路株式会社 2,778人 0人

プロパー職員数 2,703人 0人

所管官庁からの出向者数（開発局含む） 9人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 3人 0人

その他（他の特殊法人） 54人 0人

その他（公益法人） 3人 0人

その他（民間） 4人 0人

2人 0人

同上 2,765人 0人

プロパー職員数 2,694人 0人

所管官庁からの出向者数（開発局含む） 9人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 3人 0人

その他（他の特殊法人） 42人 0人

その他（民間） 15人 0人

2人 0人

同上 2,783人 0人

プロパー職員数 2,707人 0人

所管官庁からの出向者数（開発局含む） 8人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 3人 0人

その他（他の特殊法人） 30人 0人

その他（民間） 33人 0人

2人 0人その他（自治体）

その他（地方公共団体）

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

その他（民間企業）

平成１３年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

組　　　　　　織　　　　　名

その他（自治体）

備考
　本項目中、平成１３年４月１日現在～平成１７年４月１日現在については、当省としてデータを保有していないため、法
人に対し協力を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。なお、平成１３年４月１日現在～
平成１７年４月１日現在（平成１７年４月１日現在は平成１７年９月３０日現在で記載）の職員数については、各年度末定
員を記載。

常　　　勤

職員数（役員を除く）

その他（民間企業）

その他（民間企業）

日本道路公団

その他（民間企業）

8,810人

8,731人

8,548人

8,305人

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１７年４月１日現在 8,081人

平成１７年１０月１日現在

その他（自治体）



３ 役員数等

非常勤

9人 0人

9人 0人

9人 0人

9人 0人

9人 0人

7人 1人

7人 1人

7人 1人平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

役員数

常　勤

平成１７年１０月１日現在

平成１７年４月１日現在

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

支　給　年　度

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度（４月～９月）

平成１７年度（10月～３月）　

平成１８年度　

支　給　年　度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度（４月～９月）

平成１７年度（１０月～３月）

平成１８年度

（注）　役員は、非常勤を含む

監事

総裁

理事

監事

副総裁

副総裁

副総裁

総裁

理事

監事

理事

総裁

総裁

理事

副総裁

総裁

理事

監事

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協力
を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。
　平成１７年度（１０月～３月）～平成１９年度（４月～９月）については、プライバシーに属する事柄のため役職名ごとにまとめて
回答。

取締役（５名）　
平成１９年度（４月～９月）

49,807千円

18,600千円監査役（３名）

監査役（３名）

取締役（５名）　

監査役（３名）

99,614千円

37,200千円

取締役（５名）　

49,807千円

18,600千円

監事

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

69,000千円

160,000千円

報　　酬　　総　　額

68,407千円

136,814千円

報　　酬　　年　　額役　　　職　　　名

副総裁

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１５年度については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協力を要請したと
ころ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。



５ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人等
役員経験 就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

― ― H17.10.1 63歳

― ―

○ ○ H17.10.1 61歳

― ―

○ ― H17.10.1 57歳

― ―

― ― H17.10.1 62歳

非常勤 無給

― ○ H17.10.1 59歳

非常勤 無給

○ ○ H17.10.1 54歳

― ―

― ― H17.10.1 57歳

― ―

― ― H17.10.1 71歳

非常勤 有給

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

備考
　個人情報保護の観点から氏名のわかる退職金、報酬金は非公表とした。

代表取締役会長

代表取締役社長

専務取締役

常務取締役

昭和47年大蔵省入省
　国税庁課税部長、国税庁次長
平成17年 7月13日退職

―

―

(株)東芝

監査役（常勤）

(株)損保ジャパン取締役嘱常務執行役員
平成17年 9月30日退職

― ―

清水　湛

青野捷人

ネクセリア東日本株式会社

井上　泉

桐蔭横浜大学法科大学院教授（現在）

日本道路公団審議役
平成15年 5月15日退職
平成16年 7月 1日（財）ハイウェイ交流センター理事
平成17年 9月30日退職

東京湾横断道路株式会社

社外取締役

監査役（非常勤）

武藤秀一 監査役（常勤）

昭和48年運輸省入省
　海上保安庁水路部監理課長、日本鉄道建設公団総務部長、新潟運輸局長
平成14年 7月16日退職
平成14年 7月17日（社）日本民営鉄道協会常務理事
平成17年 9月30日退職

― ―

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

八木重二郎

新日本製鐵(株)取締役
平成17年 9月30日退職

井上啓一

昭和44年建設省入省
　高速国道課長、企画課長、中国地方建設局長、道路局長
平成11年 7月13日退職
平成11年 8月 1日（財）道路保全技術センター顧問
平成13年 1月 4日退職
平成13年 1月 5日（財）国土技術研究センター理事長
平成16年 1月31日退職
平成16年 2月 1日日本道路公団理事
平成17年 9月30日退職

常務取締役

代表取締役社長

村上喜堂

―

―

日比祥造

――

日本道路公団参与
平成17年9月30日退職

代表取締役社長



６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 常　勤 常　勤

　 非常勤 非常勤

平成１４年度 常　勤 常　勤

非常勤 非常勤

平成１５年度 常　勤 常　勤

非常勤 非常勤

平成１６年度 常　勤 常　勤

（39,106千円） 非常勤 非常勤

平成１７年度 常　勤 常　勤

（４月～９月） （36,575千円） 非常勤 非常勤

平成１７年度 302,112千円 常　勤 常　勤 11.6年    

（１０月～３月） （0千円） 非常勤 非常勤 －

平成１８年度 950,937千円 常　勤 常　勤 11.6年    

（0千円） 非常勤 非常勤 －

役　　職　　名

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度 副総裁

監事

平成１７年度 総裁

（４月～９月） 理事

理事

理事

理事

監事

平成１７年度

（１０月～３月）

平成１８年度 －

3,905千円

2,278千円

10,795千円

16,127千円

－ 0 －

1,822千円

1,648千円

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協力を要請し
たところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

0 －

29,988千円

9,118千円

支給年度

退職年度

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）につ
いては、当省としてデータを保有していないため、法人に
対し協力を要請したところ、要請に基づく資料は保有して
おらず、回答できない。

役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

計　　算　　式

6,165千円

0千円

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省と
してデータを保有していないため、法人に対し協力を要請したところ、要
請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

6,890千円

0千円

左の平均勤続年数

退職金額



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

４年
以上

対象人数

8人 8人 0人 0人 0人 0人 国 7人

21人 21人 0人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

76人 76人 0人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

43人 43人 0人 0人 0人 0人 公益法人 0人

9人 9人 0人 0人 0人 0人 民間等 0人

8人 2人 6人 0人 0人 0人 国 3人

25人 3人 22人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

78人 18人 60人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

36人 7人 29人 0人 0人 0人 公益法人 0人

30人 15人 15人 0人 0人 0人 民間等 0人

11人 6人 5人 0人 0人 0人 国 0人

26人 8人 6人 12人 0人 0人 独立行政法人 0人

55人 11人 25人 19人 0人 0人 特殊法人 0人

36人 16人 9人 11人 0人 0人 公益法人 0人

163人 139人 20人 4人 0人 0人 民間等 0人

１４　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１５　行政組織から特殊法人への再就職 引き続き調査中

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

出向者の給与について補填している場合

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協
力を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

0円

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度
（10月～３月）

6,180,561円

平成１９年度
（４月～９月）

経過年数

出向先の区分

平成１３年度

出向職員数
補　　填　　総　　額

平成１８年度

平成１４年度

1,531,035円

平成１７年度
（４月～９月）
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